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研究成果の概要（和文）：本研究ではまず、1930年代の京都市、大阪市、神戸市における都市水害の事例研究を
ベースに、当時の都市水害の発生原理とその要因を図式的に整理した。次に、昭和9年室戸台風で被害を受けた
尼崎に関する事例研究では、尼崎市とその周辺町村の被害実態について整理し、災害によって工場地帯へと一挙
に変貌を遂げたわけではなく、場所によっては農業生産を継続しようとした地域もあるなど、地域のおかれた文
脈により災害対応に差異が見られることが明らかとなった。昭和戦前期京都市の都市化と水害に関する事例で
は、戦前から戦後にかけての水害の実態に関わる地図資料を分析し、被害の実態のより詳細な復原を行った。

研究成果の概要（英文）：In this study, firstly, based on case studies of urban flooding in Kyoto, 
Osaka, and Kobe in the 1930s, the principles and factors of urban flooding at that time were 
schematically organized. Secondly, the study on Amagasaki, which was damaged by Typhoon Muroto in 
1934, examined the actual damage in Amagasaki City and its surrounding towns and villages, and found
 that the disaster did not transform the city into a factory zone all at once. Some areas tried to 
continue agricultural production, and it became clear that there were differences in disaster 
response depending on the local context. Thridly, in the case study on urbanization and flood damage
 in Kyoto City in the pre-WWII period, we analyzed map data related to the actual situation of flood
 damage from the prewar to the postwar period and reconstructed the actual damage in more detail.

研究分野：人文地理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
①1930年代に経験したような大規模な都市水害への脆弱性は、誘因としての気象現象の激化や素因としての土地
開発の進展により、むしろ高まっていると考えられる。今後発生するであろう想定外の「大型台風・集中豪雨」
が現代の大都市で発生した際、どのような被害となるのか、1930年代の都市水害を振り返ることによって得られ
る教訓を、これから発生しうる都市水害への対策に向けて改めて確認しなければならない。②大規模な災害を受
けた地域が、災害を受けたことによって一挙に変貌を遂げるわけではなく、その地域のおかれた地理的・歴史的
文脈によって場所ごとに一応ではなく、影響は場所ごとに異なることが示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究は昭和戦前期の都市化地域における水害の実態を、地域の都市化という文脈の中に 
位置づけて考察することを目的とする。災害やその対策問題は地域の文脈に依存するがゆえ 
に、場合によっては水害後の対応がかえってその後の被害を悪化させる事態も招きうる。こ 
のような点について災害の要因を時代背景や地域の文脈と関連づけて理解する「地誌学的ア 
プローチ」から検討する。また、これまでほとんど着目されてこなかった 1930年代の都市水 
害の実態解明を通して、従来の都市水害の歴史的展開を見直すことも意図している。これら 
の研究により、過去の災害の経験から今日の防災や減災のための教訓を抽出する歴史災害研 
究の中で、地理学的研究としてこれまで取り組まれてきた過去の災害の復原に加え、「地誌 
学的アプローチ」を地理学からの新たな貢献の可能性として提示する。 
 
２．研究の目的 
本研究は昭和戦前期の都市化地域における水害の実態を、都市化という「地域の文脈」の中に
位置づけて考察することを目的とする。災害やその対策の問題は「地域の文脈」に依存するがゆ
えに、場合によっては水害後の対応がかえってその後の被害を悪化させる事態をも招きうる。こ
のような点について、災害の要因を「地域の文脈」の中に位置づけることによって、災害対応が
不十分となる背景の理解が可能となる。また、これまでほとんど着目されてこなかった 1930年
代の都市水害の実態解明を通して、従来の都市水害の歴史的展開を見直すことも意図している。
全体を通じて（1）まず「地域の文脈」モデルを提示するための枠組みの構築と、（2）事例研究
のための資料収集・整理に取り組んだ。 
 
３．研究の方法 
（1）報告者がこれまでに個別に検討してきた、1930 年代の大都市、具体的には京都市と大阪市，
神戸市における大規模な都市水害の事例を基に、それらの特徴や背景を分析・整理して、この時
期の都市水害の特徴を考察することを目的とする。具体的には、まず、1934（昭和 9）年室戸台
風（大阪市）、1935 年京都市大水害（京都市）、1938（昭和 13）年阪神大水害（神戸市）の 3つ
の災害事例について被災状況を整理する。次に、都市の立地や市街地化の展開を地形との関係か
ら検討し、被害の要因とその背景を考察する。 
 
（2）昭和戦前期阪神工業地帯の形成と 1934 年室戸台風の影響―尼崎沿岸地域の事例― 
1934 年室戸台風による高潮で尼崎市やその西隣の武庫郡大庄村（現在、尼崎市大庄地区）の
沿岸部などが大きな被害を受けたが、被災後の対応は地域によって差異がみられた。当時の工場
地域に近接していた旧尼崎城下町近郊の沿岸部では被災後すぐに工場が進出して市街地化した。
それに対して、近郊農村的な性格を有していた大庄村の沿岸部では当時の工場地域から少し離
れていたこともあって、市街地化は少し遅れた。この変化の過程では被災者である地主や小作人、
行政や工場をもつ企業など、地域を構成する人間が様々な動きをしたと考えられる。当該期が戦
時期への移行であることも踏まえながら、人間の意識や行動まで踏み込んで被災後の地域変化
を分析し、被災者自身が都市化の波に飲み込まれる中で災害対策自体が後景に退いていく過程
を読み取っていく。 
 
（3）昭和戦前期京都市西部・南部の工業地域の開発過程と 1935 年京都市大水害の影響 
1935 年梅雨期の集中豪雨により京都市中及びその周辺では幕末以来の大洪水に見舞われた。被
災地としては鴨川沿いが有名であるが、京都市西部の中小河川である天神川や御室川の流域の
被害も見逃すことはできない。この地域は被災後、かねてから持ち上がっていた工場地域の開発
が河川改修とセットで進められた。戦後、治水事業の進展により堤防が破堤するような大規模な
水害は減少したものの、これに代わって排水不良などに起因する内水災害が目立つようになっ
た。このような水害形態の変化の背景には当該地域の都市化がある。この現象を理解するために
は、災害とその後の対策に焦点を当てるだけでは不十分であり、この地域の都市化というより広
い文脈の中に位置づけて理解する必要がある。 
 
４．研究成果 
（1）1930 年代の大都市を襲った大規模な都市水害は、誘因としての「大型台風・集中豪雨」の
発生に加え、自然素因としての「都市が立地する地形条件」、社会素因としての「危険地である
沿岸部・山麓部への市街地の進出」、とりわけ局地的な被害の拡大要因として「防災面を軽視し
た開発・土地利用」の 3つの要素に整理できる．このような都市全体を俯瞰するスケールの視点
からみた時の都市水害の発生要因は、1930 年代と今日とで大きく変わるものではなく、むしろ
気候変動や土地開発の進行により都市水害の誘因と素因が強化されつつ、今日においても大規
模な都市水害のリスクが依然として存在していることを指摘できる。 
 



（2）旧土地台帳の記載から河川堤防決壊箇所の様子を復原した。大庄村では海岸堤防のほか、
河川堤防の決壊により 2方面からの浸水を受けた。旧土地台帳の分析からは、被災後すぐに地目
を農地から宅地に変えたところがあった一方、被災後すぐの地目転換は見られず荒地免租をす
る例がみられた。このように、被災地の復旧・復興過程の状況も窺え、土地所有者であっても、
被害の程度などによって対応が異なっていた。この背景には、一部の「あまいも」産地では、被
災しながらも甘藷生産を続けようとしていたことを論じた。このように、行政、土地所有者、小
作人らによる思惑の違いから小作争議が発生するなど、災害の影響は地域によって一様ではな
く、高潮災害によって工場地帯へと一挙に変貌を遂げたといった説明を再考する必要性が示唆
された。 
 
（3）京都市では戦前から戦後にかけて氾濫原など脆弱な地形条件への市街地化が進行し、昭和
30 年代頃から相対的に市街地での水害が目立ち始めた。京都市西部・南部でも、戦前から戦後
直後にかけては、桂川や天神川、御室川などの中小河川の氾濫により大規模な浸水被害に見舞わ
れたが、この時期に浸水したのは主に農地であった。この後、当該地域は大規模な都市化が見ら
れ、これに伴い浸水被害を受けたのは農地から市街地へと変化した。この時期、治水対策の進展
に伴って外水災害は減少、小規模で河川からも離れた場所で発生する内水災害が多発するよう
になった。ただ、内水災害は、浸水域の地形条件だけで決まるものではなく、上流部や下流部の
市街地化の進展に伴う流域環境の変化により、流出量の増大や排水不良の増大によって発生す
るため、治水対策が遅れがちで、効果が現れにくい状況が見られた。このような浸水被害の形態
変化が京都市西部・南部地域にどのような影響をもたらしたかについての検討は課題として残
された。 
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